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5年以内に出版予定 
 
序 章 アメリカの住宅問題 
 
序章では、まず、アメリカの住宅事情を俯瞰し、アメリカの住宅問題が、第 1 にアフォ
ーダビリティ問題と呼ばれる住居費負担の上昇にあること、第 2 にそれらの問題が低所得
者に強く現れることから、低所得者向けの住宅・コミュニティ開発政策が求められている
ことを示す。 
住環境という視点で捉えた場合、漏出効果と呼ばれる外部性を持つことから、住宅・コ
ミュニティ開発政策による資源配分の調整が必要なこと、そして、低所得者を救済する必
要から所得再分配機能としての性格も持つことを示す。そして、連邦補助付住宅のストッ
クは、住宅・コミュニティ開発政策の複雑な形成プロセスから多様なプログラムの組み合
わせになっていることをみる。それは直接的な住宅供給から次第に、間接的な租税支出（tax 
expenditure）である低所得者用住宅税額控除（LIHTC）や、一括補助金（block grant）であ
る HOME投資パートナーシップと呼ばれるプログラムに移行した経路を示すものである。 
これら LIHTCや HOMEは、「政府関与の間接化」したプログラムであり、その役割を低
所得者向け住宅供給のインセンティブを高めることに限定したものである。これらは、州・
地方政府へ権限を委譲すると同時に、連邦政府の財政資金を節約するという意味で、さま
ざまな要請に応える政策的帰結であった。こうした租税優遇措置や一括補助金の便益を受
け取る主体は、住宅供給を担う民間ディベロッパーであり、なかでも非営利のディベロッ
パーであるコミュニティ開発法人（CDC）の重要性が増している。 
住宅政策において、住宅にかかる租税支出の役割は大きく、持ち家の取得というアメリ
カン・ドリームを実現するために機能してきた。そして、それが、中間層以上の受益とい
う問題点があることを確認する。そのうえで、租税支出も、持ち家だけでなく、低所得者
向け住宅にも活用されるようになり、民間資金と民間経済主体を取り込みながら、機能す
る政策の枠組みを作り上げ、租税支出の最終的な受益が低所得者にも及んでいること、財
政支出も間接的な連邦助成が民間資金と組み合わされて低所得者の便益のために活用され
ていることを指摘する。これらは資源配分や所得再分配のあり方をめぐる財政学的に重要
な問題に対する解答となるものである。 
 
第 1章 住宅・コミュニティ開発政策の現代的課題 
 
第 1 章は、住宅・コミュニティ開発政策の現代的課題に繋がる政策形成の複雑な過程を
政権の資料と論理を検討することによって解き明かす。 
住宅・コミュニティ開発政策の起源は、1930年代ニューディール期に遡ること、1960年
代の「貧困の再発見」によって拡張をみたこと、しかしながら、住宅補助プログラムの欠
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陥により、1973 年には、ニクソン共和党政権のモラトリアムによって、すべて停止された
という歴史を確認する。 
その後に制定された 1974年住宅コミュニティ開発法で、プログラム基準が統一された住
宅補助プログラムである“セクション 8”が成立したこと、コミュニティ開発プログラムが
整理統合され、州・地方政府への権限委譲を伴うコミュニティ開発一括補助金（CDBG）が
成立したことをみる。それらのプログラムも、1980 年代レーガン共和党政権の下で、費用
効率の問題から大幅に削減されたこと、その帰結として、住環境が悪化したことを明らか
にする。 
第 1章では、1970年代ニクソン政権と 80年代レーガン政権という 2つの共和党政権によ
って、欠陥の多かった住宅・コミュニティ開発プログラムを整理統合し、最終的には予算
を削減する政治プロセスを、政権の資料と論理を検討し明らかにした。70 年代ニクソン政
権による改革は、それまで曖昧だった基準を統一するという効果をもたらしたが、80 年代
レーガン政権による改革は、自由な市場に対する過度な信頼から補助金を削減し、住宅問
題を悪化させる結果に終わった。 
 
第 2章 HOME投資パートナーシップと低所得者用住宅税額控除（LIHTC）の始動 
 
第 2 章は、1990 年代クリントン民主党政権以後の、財政収支均衡を求める共和党主導の
連邦議会の圧力と、それによって生じた補助金削減がもたらした帰結について論じる。 
1980 年代にアフォーダビリティが悪化した一方で、注目すべき現象が表れた。それは、
コミュニティ開発法人（CDC: Community-based Development Corporation）を始めとする非営
利開発法人の活動が急速に伸張したことである。連邦議会は、このコミュニティ開発法人
を活用し、「新たな枠組み」をもった住宅建設促進プログラムを提供する「1990年全国アフ
ォーダブル住宅法」を成立させた。 
連邦政府の行なうセクション 8 プログラムは、1990 年代に入っても家賃補助型のプログ
ラムが中心であった。1980年代に財政赤字が肥大化し、これが 1990年代に入って、さまざ
まな批判の対象となった。このような圧力の中では、一見、費用効率の悪い従来型の住宅
供給型補助へ回帰することは政治的に不可能であったといえよう。 
「新たな枠組み」を持った住宅補助プログラムとは「HOME 投資パートナーシップ」と
呼ばれる一括補助金（block grant）プログラムである。プログラムの実施についての決定権
を州・地方政府へ移管するとともに、州・地方政府間の水平的競争（national competition）
によってプログラムを進めようという試みである。 
このプログラムは、成立経緯から、家賃補助だけでなく、むしろ主としてアフォーダブ
ル住宅の建設・修復・取得のために用いられるものとして設計されている。ただし、直接
の住宅建設資金としてではなく、低所得者向け住宅供給のインセンティブを与えるための
間接的な資金として提供される。年によって若干の差があるものの、毎年、連邦支出を上
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回る資金が共に投資され、連邦直接補助住宅戸数を超えるアフォーダブル住宅が供給され
ている。 
さらに、低所得者向け住宅を供給する民間ディベロッパーに税額控除（tax credit）の権利
を与える、低所得者用住宅税額控除（Low-Income Housing Tax Credit, 以下 LIHTC）と呼ば
れる「租税支出（tax expenditure）」プログラムがある。低所得者向け住宅の開発・運営から
収益を上げることは難しい。しかしながら、LIHTC は、投資収益に代わる税額控除の配分
を通じて、一般の投資家からも広く資金を集め、低所得者向け住宅供給のインセンティブ
を高めるプログラムとして働くことが期待されているのである。 
LIHTCや HOMEといった「政府関与の間接化」したプログラムは、その役割を住宅供給
のインセンティブを高めることに限定したものである。これらは、州・地方政府へ権限を
委譲すると同時に、連邦政府の財政資金を節約するという意味で、様々な要請に応える政
策的帰結であった。 
上述した一括補助金や租税優遇措置の便益を受け取る主体は、住宅供給を担う民間ディ
ベロッパーである。その過半は営利組織（for-profit organizations）であるが、以前に比べて、
非営利組織（nonprofit organizations）の役割が大きくなっていることを見逃すことはできな
い。非営利開発法人には、再開発計画の作成・提案から、実際の再開発物件の取得や再開
発地区に対する事業、さらに事業後の運営・メンテナンスまでをこなす団体も数多く存在
する。インナーシティの再開発を積極的に担い、連邦直接補助住宅の供給戸数を上回る低
所得者向け住宅を供給している。 
予算を節約しつつ、住宅問題に対処する政策手段として、これからますます、HOME や
LIHTCなど、公民パートナーシップを基礎にした政策に重心が移されることが予想される。
その際に、鍵となるのは、民間の非営利組織の動向である。非営利組織は、民間企業のよ
うに利潤目的で活動を行なう必要はないから、活動目的のレベルから、公共の福祉を向上
させる主体となる潜在性・将来性（potential）を持つ。LIHTCでは、活動主体の約 3割が非
営利組織になっており、HOME では、資金の 15%を非営利組織のために留保しなければな
らないと規定されている。非営利組織は、1980年代の予算削減と 90年代以降の市場論理の
強まりのなかで積極的な活動をみせている。 
第 2 章では、1990 年代から課せられた財政収支均衡という強い予算編成上の制約のもと
で、住宅・コミュニティ開発政策が「新たな枠組み」を持つに至ったことを明らかにした。
新たな枠組みとは、州・地方政府に権限を委譲し、民間とのパートナーシップによって住
宅供給を促進する租税支出である LIHTCと、同様の枠組みを一括補助金プログラムで行お
うとする HOMEである。これらのプログラムと、利益を求めない非営利開発法人がパート
ナーシップを組むことで、連邦の直接的な関与なしに、限界的で支援困難なコミュニティ
を支える枠組みができあがったのである。 
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第 3章 低所得者用住宅税額控除（LIHTC）のインセンティブ効果 
 
第 3章は、低所得者用税額控除（LIHTC）が持つインセンティブ効果について、非営利組
織と政府の役割の検証を通じて明らかにするものである。 
第 2 章で明らかにしたように、住宅・コミュニティ開発政策の「新たな枠組み」のもと
で、非営利組織が重要な役割を担いつつある。コミュニティ開発法人（CDC）に代表され
る、住宅・コミュニティ開発専門の非営利開発法人は、一括補助金や租税優遇措置によっ
て与えられる公的資金およびこれらの制度が持つ強いインセンティブによって取り込まれ
た民間資金をミックスさせ、支援が困難なコミュニティを支えている。 
非営利開発法人が行なう低所得者向け住宅開発プロジェクトを取り上げ、第 1 に、市場
家賃よりはるかに低家賃の賃貸住宅が供給されていること、第 2 に、これらプロジェクト
の開発費用は高く、低家賃の理由を開発費用の引き下げに求めることは困難なこと、第 3
に、これらのプロジェクトの資金調達をみると、さまざまな資金源が組み合わされており、
低家賃を実現するメカニズムが資金調達にある可能性を示唆する。 
低家賃を実現する公的資金調達メカニズムには、州レベニュー債（連邦所得税免税債）
や、州・地方政府による市場金利以下の融資などがある。なお、直接的な建設補助金はほ
とんど投入されていない。 
低家賃を実現する民間資金調達メカニズムには、10 年にわたる LIHTC の配分を通じて、
プロジェクトの有限責任パートナー（Limited Partner）である投資家から集められる無償の
資金がある。この無償資金には、投資収益の代わりとして、税額控除や損金算入可能な損
失が配分される。税額控除や損金算入から得られる租税利益を内部収益率（IRR）に換算す
ると年率 4～5%台になることも明らかにされる。 
さらに、こうした租税利益のうち、失われた税収である「租税支出」にあたる部分を計
算によって抽出し、有限責任パートナーからの無償資金と比較すると、両者はほぼ同額で
あることが明らかとなる。この事実を、やや踏み込んでいいかえるならば、低所得者向け
住宅にかかわる租税優遇措置がなければ「租税支出」相当分の税収を得られたであろうが、
同規模で同質の低所得者向け住宅の建設を実現させるためには、財政支出としてそれと同
額の補助金を与えなければならなかったといえる。すなわち、租税支出が財政支出を代位
しているともいえるのである。 
低所得者向け住宅開発における新たな枠組みのもとで、プロジェクトへ直接投入される
建設補助金はほとんどない。租税優遇措置か低利融資のみである。これらの補助は、納税
者の目にはうつりにくい。いいかえれば、税を軽減するか、政策融資の利子を軽減するも
のとしてしかうつらない。しかしながら、これらの優遇措置は強力に低所得者向け住宅の
建設を後押ししている。 
無限責任パートナー（general partner）、すなわちプロジェクト遂行の当事者たちの出資金
5 
 
を除くと、ほとんどの項目に何らかの補助が入っている。供用開始後の元利償還等の負担
に軽重の差のある、数多くの多様な資金がミックスされている。 
加えて、プロジェクトの収入のなかでも、開発費用のかなりの部分を担保する、運営収
益という見返りを求めない有限責任パートナー出資金の存在が欠くべからざる重要なもの
となっている。その大きさは、結果として、租税優遇措置によって生じる歳入減、すなわ
ち租税支出とほぼ同額であった。租税支出が財政支出を代位している関係が読み取れたの
である。 
しかも、LIHTC に代表される優遇措置は、アメリカの市場システムの中で競争的に配分
され、営利を求める民間資金を引き出し、それが低所得者向け住宅の開発という非営利部
門へ流されているのである。市場志向の極めて巧妙なシステムということができるであろ
う。 
 
第 4章 非営利開発法人の組織形態 
 
第 4章は、非営利開発法人の組織形態を明らかにするものである。 
第 3 章では、アメリカの低所得者向け住宅開発について、その“プロジェクト”をベー
スに財政構造を分析したが、本章は、これらの“プロジェクト”を実施した主体である非
営利開発法人の“組織形態”に焦点をあてるものである。組織の運営に際して、寄付をど
の程度どのように集めているか、あるいは、幹部職員や従業員への報酬をどの程度支払っ
ているかなど、“組織”をめぐる諸問題について、内国歳入庁に提出される免税申告書・フ
ォーム 990から得られる財務諸表と、現地インタビュー調査によって、その実態にせまる。 
第 1 に、アメリカにおいては、低所得層のための住宅・コミュニティ開発は、直接的な
財政支出によらず、間接的な租税優遇措置や低利融資といった政策的インセンティブを利
用する民間団体が支えている。市場と同じリターンを求める投資家や、営利ディベロッパ
ーが存在するなかで、営利企業が進出をためらうような限界的で支援困難なコミュニティ
を支えるのは、非営利組織である。そうした非営利組織のなかにも、大規模に事業展開を
する組織が存在する一方、コミュニティに根ざした活動を続ける中小組織があることをみ
る。 
第 2 に、非営利組織は、収入の一定割合を、寄付金や政府補助金などの無償資金に頼っ
ている。なかでも、住宅・コミュニティ開発分野における“寄付金”について、年次報告
書などの資料や、現地インタビューから、これらは、無縁・無償のものとしてではなく、
利害関係のある財団や企業・個人から寄せられるものであり、何らかの“還元”が期待さ
れたものとして集められている可能性が高いといえる。加えて、資金集めの事業を行なう
などの努力が行なわれている。 
第 3 に、非営利組織の構成員の“報酬”について検討する。事実として、規模の大小に
よる差異は認められるものの、小さな組織においてさえ、かなり高額の報酬が支払われて
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いる。そして、現地インタビューから、その理由について、非営利組織といえども、人材
の登用の問題は、営利組織との引き合いが生じることから、同水準の報酬が用意されなけ
れば成り立たないこと、加えて、経営の失敗や不正がない限り、相応の報酬はある程度社
会に受容されており、一見、高額にみえる報酬にも合理性が認められることが明らかにな
る。 
アメリカの非営利組織は、決して、無償ボランティアの延長線のような存在ではない。
どのような分野であれ、非営利組織も自立性を求められ、非営利組織が行なう事業を成り
立たせるための最低限の財務基盤を必要とする。本章が対象とした非営利開発法人では、
低所得者向け住宅の開発と運営を成り立たせるために、収入として多くの“寄付金”が集
められ、支出として構成員に相応の“報酬”が支払われていた。そして、それぞれの背後
には、合理的な理由が存在していたのである。 
第 4 章では、非営利開発法人の実態を詳らかにすると同時に、非営利開発法人あるいは
非営利組織一般が、社会のなかのひとつの構成部分として自立的に組織され運営されるた
めの条件を明らかにした。非営利組織は、一般的に無償ボランティアの延長線のような存
在であるとのイメージが持たれがちであるが、アメリカの非営利組織は、その主たる事業
を成立させるために、人事面や財務面での戦略的な活動が営まれ、最低限の基盤を備える
ものだったのである。 
 
第 5章 持ち家政策と HOME投資パートナーシップ 
 
第 5章は、低所得者向けの持ち家政策と HOME投資パートナーシップ・プログラムにつ
いて明らかにするものである。 
アメリカにおける、政府による住宅補助プログラムは、直接的な建設補助金が廃止され、
租税優遇措置や政策金融による間接的な補助に限定される傾向がある。特に、持ち家に対
する直接的な補助金は、農務省が管轄する農家向けの一部補助金を除いて、80 年代末に廃
止されている。 
しかしながら、間接的な補助は、（賃貸住宅だけでなく）戸建の持ち家にも与えられてい
る。それは、地方政府による用地の寄付であったり、HOME 投資パートナーシップ・プロ
グラムを原資とした金利 0%のローンや、その返済の繰り延べなどの形をとる。 
他方で、一定割合は、ディベロッパーによる建設段階でも、住宅購入者による購入段階
でも、市場金利での民間資金が使われ、それが最終的に住宅購入者の負担となっている。
ただし、その負担水準は、低所得の家族にとってアフォーダブルな水準となるよう工夫が
凝らされ調整されているのである。 
第 5 章では、人口密度の高い大都市で行なわれる集合賃貸住宅開発プログラムとは異な
る、人口密度の低い都市ならではの低所得者向けの持ち家開発プログラムのあり方を明ら
かにした。HOME 投資パートナーシップ・プログラムを原資とした資金が使われていたこ
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とにもみられるように、連邦政府が細かな使途を限定しない一括補助金が、その土地の事
情に合わせて、地方政府と民間非営利組織とのパートナーシップのもと、住宅・コミュニ
ティ開発に使われた最適な事例と位置づけられる。 
 
終 章 総括と展望 
 
終章では、第 1 に、2000 年代の住宅バブルの発生と崩壊という危機に対する緊急対策と
経済再建への道筋を探った。2007～08 年の金融・経済危機に、住宅・コミュニティ開発政
策も巻き込まれたが、オバマ政権が取り組んだ租税支出の財政支出転換という緊急対策、
そしてバーナンキ FRBが取り組んだモーゲッジ担保証券（MBS）の大量購入プログラムと
いう緊急対策の、それぞれの財政金融政策が一定の効果を発揮し、2010 年末頃までに、経
済再建過程への道筋を付けたことを明らかにした。 
第 2 に、租税支出の受益の帰着点について分析した。まず、代表的な住宅にかかる租税
優遇措置であるモーゲッジ利子の所得控除の現代的正当性について検討した。モーゲッジ
利子の所得控除は、20世紀における中間層への手厚い配分から、2010年代には、ひどく高
所得層に偏ったものに変質したことを、所得五分位階級別に、その総額シェア及び税引き
後所得に占める租税支出額の割合から検証した。その高所得層への偏りは、2000 年代以降
に新たに発生した分配の不平等であり、ひとたびアメリカ福祉国家がこの問題に目を向け
れば、是正される可能性があることを指摘した。 
そして、低所得者用住宅税額控除（LIHTC）の受益について分析した。LIHTC プロジェ
クトにかかわる租税支出は、税額控除の権利を受け取る投資家が受益の大半を得ているの
ではないかという一般的な理解とは異なり、かなりの部分が低所得者向け住宅プロジェク
トに充てられており、家賃を低下させるものとして、低所得の居住者に利益をもたらすも
のであることを明らかにした。 
第 3 に、1990 年代以降の、アメリカの住宅・コミュニティ開発政策の「新しい枠組み」
が、予算書に表れるような財政統計の数値を分析しているだけでは全容がつかめないよう
な複雑な仕組みを持つに至ったことをみてきた。「政府関与の間接化」された住宅・コミュ
ニティ開発プログラム全体の、資金の流れ、政策の遂行主体のあり方、もたらされる結果
など、すべてが多様なものになっている。 
言い換えるならば、「政府関与の間接化」したプログラムが、公的・私的を問わない多様
な資金を（営利を求める資金さえも）取り込み、州・地方政府のみならず、非営利開発法
人などの民間非営利組織を巻き込むことによって、支援の難しいコミュニティを支えるま
でに成長するに至ったということである。 
以上、本稿でみてきたように、住宅・コミュニティ開発政策のメカニズムの全容を把握
するならば、アメリカ福祉国家には、資源配分や所得再分配の機能までも市場志向で進め
る、非常にユニークな政策体系が存立していることが明らかとなるのである。 
